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東京都総合設計許可要綱実施細目 

                                                               

                           制定  昭和６３年  ７月１３日  

                                                     ６３都市建調第１０６号  

                                               改正  平成 ３年１０月３０日  

                                                  ３都市建調第２３８号  

                                      平成 ８年 ３月２８日  

                                                  ７都市建調第２６１号  

                                               平成１０年 ３月 ２日  

                                                  ９都市建調第２８３号  

                                               平成１１年 ５月３１日  

                                                    １１都市建調第７８号  

                                               平成１３年 ３月３０日  

                                                 １２都市建調第４５１号  

                                                 平成１４年 ６月２０日  

                                                 １４都市建企第１０５号  

                                   平成１５年 ６月２３日  

                               １５都市建企第１４７号 

                              平成１９年 ３月３１日 

                              １８都市建企第５５９号 

                              平成２１年 ３月３１日 

                              ２０都市建企第７２２号 

 
第１ 総則                                                             

この細目は、東京都総合設計許可要綱（昭和６３年７月１３日付６３都市建調第１００号決

定。以下「許可要綱」という。）に基づき規定すべき事項及び許可要綱を施行するに必要な事

項を定めるものとする。 

 

第２ 都市開発諸制度活用方針に基づく育成用途                   

  (1) 許可要綱第１の５の(3)のアの(ｱ)及び(ｲ)において規定された育成用途に係る施設は、別 

表に掲げるものとする。 

  (2) 別表に掲げる各施設に関する具体的例示については、「東京都総合設計許可要綱実施細目 

の規定による取扱要領」において、地区毎に定めるものとする。                                   

 

第３ 日常生活を支える施設                                                          

   許可要綱第１の４のキの(ｱ)及び５の(3)のイで定める日常生活を支える施設は、建築基準法 

（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）別表第二（は）項に掲げる第一種中高層 
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住居専用地域内に建築することができる建築物（第６号の自動車車庫を除く。）とする。                  

 

第４ 都心居住型総合設計における住戸規模の制限 

  都心居住型総合設計による建築計画では、割増容積率部分の住戸の専有面積を、原則として 

 １２９平方メートル以下とすること。ただし、家族構成や生活様式が異なる等の特別な事情が 

ある場合で、快適な都心居住の実現のため、良好な住環境を確保した住宅を誘導していく必要 

がある場合はこの限りでない。 

 

第５ 緑化の基準                                                                

１ 屋上緑化の基準 

許可要綱第４の４の(1)のオの(ｲ)で定める屋上緑化の基準は、次に掲げるものとする。  

    (1) 屋上緑化は樹木によるものとし、樹木の植栽は、１平方メートル当たり低木（通常の成 

木の樹高が２メートル未満の樹木で、植栽時に０．３メートル以上であるもの。以下同じ。

１本以上の割合とすること。なお、植栽を中木（通常の成木の樹高が２メートル以上３メ

ートル未満の樹木で、植栽時に１．２メートル以上であるもの。）で行う場合においては、

低木２本と、又、高木（通常の成木の樹高が３メートル以上の樹木で、植栽時に２メート

ル以上であるもの。）で行う場合においては低木３本とみなす。                                   

   (2) 緑地を維持し得る散水施設を設けること。                                       

   (3) 樹木や土壌が風等により飛散することを防止すること。                           

   (4) 建築物の躯体を根によって痛めることがないような樹種の選定、防根を適切に行うこ

と。   

２ 地上部及び建築物上の緑化の基準 

許可要綱第４の４の(3)で定める地上部及び建築物上の緑化の基準は、東京都環境局が発

行する「緑化計画の手引き」（平成１８年１０月）によるものとする。 

なお、建築物の管理に必要な施設の設置などのため、屋上部の緑化面積が建築面積に対し

て著しく小さい場合は、計画敷地内の駐車施設や工作物の緑化、広場の芝生化などに努める

こと。            

 

第５の２ カーボンマイナスの取組に対する評価の方法等 

許可要綱第４の４の（６）による計画建築物の省エネルギー対策等によるカーボンマイナス

（ＣＯ２の排出削減）の取組に対する評価の方法及び基準を満たすことが著しく困難と認めら

れる場合の取扱いは、「都市開発諸制度の適用に関する環境性能評価の取扱い指針」（平成２

１年２月２日付２０都市政広第５７６号）（以下「環境性能評価の取扱い指針」という。）に

よるものとする。 

 

第６  特別区の長の意見聴取                                                          

都心居住型総合設計の許可に際して、基準容積率の０．７５倍又は３００パ－セントのいず 
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れかを超える容積率の割増しをしようとする場合においては、その計画敷地の属する区の長

の意見を聴取するものとする。 

その他、特に必要と認める場合は周辺関係区の長の意見を聴取することができる。 

 

第７  許可要綱に基づく許可申請等                                                    

 １  許可申請                                                                      

    (1) 許可申請をしようとする者は、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。） 

別記第４３号様式による許可申請書に、申請理由書、別表(い）欄に掲げる図書及び同表 

（ろ）欄から（へ）欄までに掲げる図書のうち当該申請に該当する欄に掲げる図書を添え

て、知事に提出しなければならない。   

    (2) (1)の許可申請をしようとする者は、当該許可を申請する前に、知事に事前協議を行う 

こととし、その時に必要な図書及びその部数は、その都度指示する。 

    (3) 許可申請をしようとする者は、計画建築物の敷地の用途地域の種別及び計画建築物の高 

さ（建築基準法施行令第２条第１項第６号による高さ。以下同じ。）に応じて下表のとお 

り交通量、電波障害及び風害に係る環境調査を事前に行い、知事に当該調査結果を報告す 

るものとする。                         

         なお、知事が特に必要と認めるときは、下表で規定した事項以外のものに係る環境調 

査も併せて事前に行い、知事に当該調査結果を報告しなければならない。 

用途地域 計画建築物の

高さ 

交通量 電波障害 風        害 

 

１００ｍ以

上 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 風洞実験を行うとともに、

原則として、風向・風速計を

設置し、建設前・後の観測を

行うこと。 
６０ｍ以上 ○ ○ ○ 

 

 

 

 

商業地域 

 
６０ｍ未満 ※○ ○  
 

６０ｍ以上 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 風洞実験を行うとともに、

原則として、風向・風速計を

設置し、建設前・後の観測を

行うこと。 
４５ｍ以上 ○ ○ ○ 

 

上記以外の

用途地域 

 

 

４５ｍ未満 ※○ ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ については、容積率割増しを受ける場合又は５０台以上の駐車場を設ける場合に

のみ行う。 
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２ 公聴会 

(1) 許可をしようとする場合において、計画建築物の高さが用途地域の種別に応じて、下表 

の当該各欄に掲げる数値以上のものである場合その他必要があると認められるときは、あ

らかじめ、その許可に利害関係を有する者の出席を求めて公聴会を行うものとする。 

 

用途地域 
 

計画建築物の高さ 
 

備        考 

 

第一種低層住居専用地域及び

第二種低層住居専用地域 

 

法第５５条第１項に規定する

高さを超えるもの 
 

商業地域 
 

１００ｍ以上  

 

 

上記以外の用途地域 
 

      ４５ｍ以上 

 

その他周辺状

況、建物特性等

により必要と認

められる建築物 

  

  

  

  

     (2) 開催の周知                                                       

       公聴会を開催しようとするときは、開催の２週間前までに、公聴会の事由、期日及び 

場所を、建築主並びに許可に係る建築物の敷地境界線からその高さの２倍の水平距離の 

範囲内にある土地又は建築物に関して権利を有する者、当該範囲内に居住する者及び当 

該建築物による電波障害の影響を著しく受けると認められる者（以下「利害関係人」と 

いう。）に周知しなければならない。                         

(3) (1) の公聴会について必要な事項は、別に定める。                      

３ 大規模建築計画連絡協議会への付議 

     次に掲げるいずれかの規模に該当する建築計画は、大規模建築計画連絡協議会へ付議す 

る。     

     ア 敷地面積が１万㎡を超える計画                                      

イ 延べ面積が１０万㎡を超える計画 

      ウ 建築物の高さが１００ｍを超える計画         

４  一団地の認定申請等 

      総合設計にあわせて、法第８６条第１項若しくは第２項又は法第８６条の２第１項の規定 

による認定の申請を必要とする者は、許可申請と同時に、認定申請書を知事に提出するもの 

とする。ただし、この場合において、相互に重複する図書は、省略することができる。    

    

第７の２ 確認の申請前及び工事完了時の報告書の提出 

   建築主は、許可を受けた計画建築物について、法第６条第１項若しくは法第６条の２の規

定による確認の申請又は法第１８条第２項の規定に基づく通知を行う前に、様式１による建

築物環境性能報告書及び様式１－２による緑化計画報告書を提出しなければならない。建築

物環境性能報告書に変更があった場合は、様式１－３により変更内容を届け出るものとす
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る。 

   なお、環境性能報告書（計画）及び環境性能報告書（完了）に係る取扱いは、環境性能評

価の取扱い指針による。 

 

  第８  標示及び維持管理 
    １ 標示 

      (1) 次の各号に掲げるものは、様式１の２による総合設計標示板により、総合設計に基づ 

いて設けられたものである旨を公衆に標示しなければならない。ただし、複数の標示が 

必要な場合にあっては、各標示内容を組み合わせて１つの標示板とすることができる。     

          ア  公開空地、有効空地及び公共空地（以下「公開・公共空地等」という。） 

      イ  共同住宅建替誘導型総合設計、市街地住宅総合設計、市街地複合住宅総合設計又

は都心居住型総合設計を適用した場合にあっては、住宅の用途に供する部分 

          ウ 許可要綱第１の５の（３）ア（ア）又は（イ）の規定により育成用途等の用途に

供する部分 

          エ  地上部及び建築物上の緑化面積により算定した容積率の割増しを適用した場合

にあっては、地上部及び建築物上の緑化部分 

          オ 屋上緑化により容積率の割増しを適用した場合にあっては、屋上緑化部分 

(2) (1)に定める標示板は、（１）の各号に掲げる標示の種類に応じ、次の表の各号に定

める設置場所に、当該各号に定める数以上設置しなければならない。ただし、公開・公

共空地等の状況によりやむを得ないと認められる場合にあっては、その数を変更するこ

とができる。  

標示の種類 設置場所 公開・公共空地等の面積（㎡）  数 
 

 ア 
 

 敷地内の見

やすい場所 

 

１，０００以下 

１，０００を超え３，０００以下 

３，０００を超え５，０００以下 

５，０００を超え７，０００以下 

７，０００を超え９，０００以下 

９，０００を超え１１，０００以下 

※以下、２，０００ごとに１を加えた数 

２箇所 

３箇所 

４箇所 

５箇所 

６箇所 

７箇所 

 

 イ、 

 ウ、 

 エ、 

 オ 

 

 敷地内の見

やすい場所 

１，０００以下 

１，０００を超え３，０００以下 

３，０００を超え５，０００以下 

５，０００を超え７，０００以下 

７，０００を超え９，０００以下 

９，０００を超え１１，０００以下 

※以下、２，０００ごとに１を加えた数 

２箇所 

３箇所 

４箇所 

５箇所 

６箇所 

７箇所 
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出入口等  １ 
     

 (3)  (1)に定める標示板の規格は、次に定めるとおりとする。ただし、敷地の状況により 

やむを得ないと認められる場合にあっては、その大きさを変更することができる。 

        ア  ステンレス板、銅板等で、耐候性、耐久性に富み、かつ、容易に破損しない材質

とする。  

        イ  堅固に固定したもの。                                                              

        ウ  大きさは、縦１００センチメートル以上、横７０センチメートル以上とする。         

２ 維持管理                                                                             

(1) 建築主は、総合設計制度を適用した建築物を使用する前に、公開・公共空地等及び１の

（１）アからオまでに掲げる特定の用途に供する部分（以下「特定の用途に供する部分」

という。）の維持管理を適切に行うことについて、様式２による公開・公共空地等及び特

定の用途に供する部分の管理責任者選任届及び誓約書を知事に提出しなければならない。 

(2) 公開・公共空地等及び特定の用途に供する部分の管理責任者は、次の各号に掲げる図書

を保存するとともに、当該公開・公共空地等が有効かつ適切に保たれるよう、又特定の用

途に供する部分が他の用途に変更されることがないよう維持管理し、その状況について、

様式３による公開・公共空地等及び特定の用途に供する部分の管理報告書により、１年ご

とに知事に報告しなければならない。 

 ア 別表（い）欄の８に掲げる各階平面図（１の（１）のイ及びウの部分がある場合のみ） 

 イ 別表（い）欄の１１に掲げる公開・公共空地等計画図 

   ウ 別表（ほ）欄２３に掲げる屋上緑化図（屋上緑化による容積率の割増しを適用した場 

合のみ。） 

エ 様式１－５による緑化完了報告書（地上部及び建築物上の緑化面積により算定した容 

積率の割増しを適用した場合のみ。） 

(3) 建築主は、省エネルギー対策等による建築物の環境性能を適切に維持管理するととも

に、環境性能評価の取扱い指針において、東京都の確認が必要とされる改修等を行う場

合は、工事着手前に様式３の２により、改修等を行う部分において、省エネルギー対策

等によるカーボンマイナスについて適切な配慮がなされていることを報告しなければな

らない。 

(4) 建築物又は敷地を譲渡又は賃貸（以下「譲渡等」という。）しようとするときは、譲渡 

等をしようとする者は、譲渡等を受けようとする者に対し、当該公開・公共空地等及び特 

定の用途に供する部分の維持管理及びカーボンマイナスに関する報告について、(1) から 

(3)までに定める義務を伴うものである旨を明示しなければならない。 

(5) (4)に掲げる譲渡等を受けた者は、(1)から(4)までに該当する当該公開空地等及び特定

の用途に供する部分の維持管理及びカーボンマイナスに関する報告に関する義務を継承

する。 
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 第９  新聞、チラシ等による広告     

     建築主及び建築主の依頼を受けて建築物の設計、施工又は販売を行う者（以下「建築主 

等」と いう。）が、当該建築物の概要を新聞、チラシ等により広告する場合においては、

次に定める事項を明示しなければならない。                                                       

    (1) 当該建築物は、法第５９条の２第１項の規定により許可を受けたものであること。                  

    (2) 公開空地及び有効空地（以下「公開空地等」という。）並びに特定の用途に供する 

部分は他の用途に転用できないものであること。                                       

     (3) 公開空地は、歩行者が日常自由に通行又は利用できるものであり、塀その他の工作物 

等を設けることにより歩行者の通行又は利用を阻害しないこと。     

 

  第 10  公開空地等、屋上緑化部分、地上部の緑化部分及び建築物上の緑化部分の変更                        

(1)  公開空地等の種別及び形態、容積率の割増しの適用を受けた屋上緑化部分並びに地

上部及び建築物上の緑化面積により算定した容積率の割増しを適用した場合の地上部

の緑化部分及び建築物上の緑化部分（以下「屋上緑化等」という。）の形態は、次に

掲げる場合のほかは変更してはならない。   

        ア  周辺の市街地の状況の変化等により、その変更が望ましいと認められる場合    

         イ 建築物の利用状況の変化等により、その変更がやむを得ない場合で、かつ、当該 

変更が許可要綱に定める基準の範囲内であるとき 

         ウ  その他軽微な変更で、知事が周囲の状況等から変更がやむを得ないと認めた場合 

で、かつ、当該計画が許可要綱に定める基準の範囲内であるとき   

(2) 建築主、所有者又は管理組合等（以下「所有者等」という。）は、(1)に掲げる変更

をしようとする場合、あらかじめ、様式４による公開空地等変更申請書又は様式５によ

る屋上緑化等変更申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

(3) (2)の規定により申請があった場合において、その変更が(1)の規定に適合していると

認められるときは、当該申請者に対して、様式４－２による公開空地等変更承認書又は

様式５－２による屋上緑化等変更承認書を交付する。                                        

 

 第 11  公開空地等の一時占用       

    (1)  次のアからウまでに掲げる基準に適合するものについては、公開空地等を一時占用す 

ることができる。 

      ア  行為 

         次のいずれかに該当する行為であること。 

        (ｱ)  地域の活性化に寄与する行為 

        (ｲ)  建設行為又は管理行為 

        (ｳ)  その他の公共公益に資する行為 

      イ  期間 

        (ｱ)  一時占用期間は、１回の行為について９０日以内とする。 
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(ｲ)  同一敷地において、年間２回以上占用行為が行われる場合は、全行為の延べ日

数が１８０日を超えないこと。ただし、建設行為については、この限りでない。 

      ウ  面積     

           一時占用面積は、当該敷地の公開空地等の２５パ－セント以内とする。 

      (2)  東京のしゃれた街並みづくり推進条例（平成１５年東京都条例第３０号）第３９条

に基づき登録されたまちづくり団体による地域まちづくり活動については、前項の規

定にかかわらず、公開空地等を活用することができる。 

     (3)  所有者等は、(1)により公開空地等 の一時占用をしようとする場合、様式６による

公開空地等の一時占用申請書を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

      (4)  (3)の規定により申請があった場合において、その一時占用が(1)の基準に適合して

いるときは、当該申請者に対して、様式６－２による公開空地等の一時占用承認書を

交付する。 

(5)  所有者等は、(2)により公開空地等の活用をしようとする場合、様式６－３により知

事に届け出なければならない。 

 

 第 12  屋外広告物の表示等                                                           

    １  屋外広告物の設置基準                                                         

        総合設計許可を受けた建築物及びその敷地に、表示又は設置する屋外広告物（屋外広

告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に規定する屋外広告物をいう。）又

はこれを掲出する物件（以下「広告物等」という。）は、東京都屋外広告物条例（昭和

２４年東京都条例第１００号）に定めるところによるほか、次のいずれにも該当するも

のでなければならない。 

     (1) 公衆に対する危害を及ぼすおそれのないものであること。 

     (2) 公開空地の機能を害するものでないこと。 

     (3)  形状、色彩、意匠が周囲の景観を害するおそれのないものであること。 

     (4)  建築物の壁面に設置するものにあっては、別に定める「東京都総合設計許可要綱に

係る建築物の高さ等誘導指針」（平成１８年３月３１日付１７都市建企第５２９号）

及び東京都景観条例（平成１８年東京都条例第１３６号）に基づく「大規模建築物等

景観形成指針」に適合するなど、都市景観の形成に配慮したものであること。 

     (5)  公開空地内においては、次のいずれにも該当するものであること。 

       ア  下表に定める数以下であること。 

公開空地の面積（㎡） 数 

１，０００以下 

１，０００を超え１，５００以下 

１，５００を超え２，０００以下 

２，０００を超え２，５００以下 

２ 

３ 

４ 

５ 
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２，５００を超え３，０００以下 

※以下、５００ごとに１を加えた数

６ 

 

イ  １の広告物等の表示面積の合計は７平方メートル以下であり、かつ、一面の表示面

積は３．５平方メートル以下であること。ただし、公益上必要と認められる場合につ

いては、この限りでない。 

ウ  公開空地内の歩行者が通行する部分に表示し、又は設置する場合においては、下端

までの 高さは３．５メートル以上、上端までは８メートル以下のものであり、かつ、

歩行者の通行上支障がないものであること。 

 

    ２  承認申請等の手続 

     (1)  所有者等は、公開空地内に広告物等を表示し、又は設置しようとする場合、様式７

による屋外広告物承認申請書に、別表（へ）欄に掲げる図書を添えて知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

     (2)  (1)の申請があった場合において、申請に係る広告物等の計画が１に定める規定に適

合していると認められるときは、知事は、当該申請者に対して、様式７－２による屋

外広告物承認書を交付するものとする。 

   ３  維持管理 

       ２の規定により承認を受けた広告物等は、次により維持管理するものとする。 

     (1)  破損、腐食等によって公衆に対し危害を与えるおそれが生じたときは、直ちに補強

すること。 

     (2)  汚染、変色又ははく離したときは、直ちに補修し、常に美観を保持すること。 

 

 第 13 指定確認検査機関による確認又は完了検査 

東京都知事の総合設計の許可を受けた建築計画に係る法第６条の２第１項の規定による

確認（計画変更確認を含む。以下同じ。）又は法第７条の２第１項の規定による完了検査

を受けようとする場合は、次に定める手続を行うものとする。                           

     (1)  法第６条の２第１項の規定による確認を法第７７条の１８から第７７条の２１まで

の定めるところにより国土交通大臣又は東京都知事の指定を受けた者（以下「指定確

認検査機関」という。）から受けようとする場合にあっては、建築主は、確認を受け

るための書類を指定確認検査機関に提出する前に、東京都都市整備局市街地建築部建

築指導課と調整を行うものとする。 

      (2)  指定確認検査機関が法第６条の２第１項の規定による確認を行おうとする場合にあ

っては、当該指定確認検査機関は、当該建築計画が総合設計の許可の内容に整合して

いることを確認するために、知事に照会するものとする。      

      (3)  法第７条の２第１項の規定による完了検査を指定確認検査機関から受けようとする

場合にあっては、建築主は、当該完了検査の前に知事に工事が完了した旨を報告し、
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当該工事が総合設計の許可の内容と整合していることの確認を受けることとする。   

      (4)  指定確認検査機関が法第７条の２第５項の規定により検査済証を交付しようとする

場合は、(3)の規定による確認が終了していることを知事に照会するものとする。          

     附  則（昭和６３年７月１３日付６３都市建調第１０６号）  

１  この細目は、昭和６３年８月１日から施行する。 

２ 「東京都総合設計許可要綱実施細目」（昭和５１年２月６日付５０都市建調第４１４号

決定は、廃止する。） 

３ この細目による廃止前の「東京都総合設計許可要綱実施細目」の規定によりなされた届

出、承認等は、この細目の相当規定によりなされた届出、承認等とみなす。  

     附  則（平成３年１０月３０日付３都市建調第２３８号）    

１  この細目は、平成３年１１月１５日から施行する。       

 ２ 改正前の「東京都総合設計許可要綱実施細目」及び昭和６３年８月１日に廃止された「東

京都総合設計許可要綱実施細目」の規定によりなされた届出、承認等はこの細目等の相当

規定によりなされた届出、承認等とみなす。                                           

     附  則（平成８年３月２８日付７都市建調第２６１号）    

１  この細目は、平成８年３月２９日から施行する。                                 

２ 改正前の「東京都総合設計許可要綱実施細目」及び昭和６３年８月１日に廃止された「東

京都総合設計許可要綱実施細目」の規定によりなされた届出、承認等はこの細目等の相当

規定によりなされた届出、承認等とみなす。  

     附  則（平成１０年３月２日付９都市建調第２８３号）   

１  この細目は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この細目の施行前に旧細目の基準によりなされた許可、申請の処分又は手続きは、それ

ぞれ新細目の相当する基準によりなされた処分又は手続きとみなす。  

３ この細目の施行前に旧細目の基準により計画中の建築物のうち、この細目の規定に抵触

する規定の施行については、当該計画中の建築主の申請に基づき平成１０年５月１日まで

に知事が「計画中の建築物」と認めたものは、この細目の当該規定の施行を平成１０年１

０月１日とする。    

   附  則（平成１１年５月３１日付１１都市建調第７８号） 

１  この細目は、平成１１年５月３１日から施行する。    

２ この細目の施行前に旧細目の基準によりなされた許可、申請の処分又は手続きは、それ

ぞれ新細目の相当する基準によりなされた処分又は手続きとみなす。    

    附  則（平成１３年３月３０日付１２都市建調第４５１号）                       

この細目は、平成１３年４月１日から施行する。   

     附  則（平成１４年 6月 20日付１４都市建企第１０５号）    

  この細目は、平成１４年７月１日から施行する。             

   附 則（平成１５年 6月２３日付１５都市建企第１４７号） 

 １  この細目は、平成１5年７月１日から施行する。 
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２ この細目の施行前に旧細目の基準により計画中の建築物のうち、この細目の規定に抵触

する規定の施行については、当該計画中の建築主の申請に基づき平成１５年９月１日まで

に知事が「計画中の建築物」と認めるものは、この細目の当該規定の施行を平成１６年１

月１日とする。 

   附 則（平成１９年３月３１日付１８都市建企第５５９号） 

  １ この細目は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日付２０都市建企第７２２号） 

  １ この細目は、平成２１年３月３１日から施行する。ただし、第８の１（１）及び（２） 

の規定による標示については、平成２１年８月１日までは、なお従前の例によることがで

きる。 

  ２ 第５の２、第７の２及び第８の（３）の規定は施行前に許可を受けた建築物については

適用しない。 

３ この細目の施行前に旧細目の基準によりなされた標示、申請、届出等又は承認は、それ

ぞれ新細目の相当する基準によりなされた標示、申請、届出等又は承認とみなす。 
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［ 様式類 ］ 

規定根拠 様式番号  名   称 
別表 ―  許可申請等に必要な添付図書等 

様式１ ―  建築物環境性能報告書（計画） 

様式１－２ ―  緑化計画報告書 

様式１－３ ―  建築物環境性能報告書（変更） 

様式１－４ ―  建築物環境性能報告書（完了） 

様式１－５ ―  緑化完了報告書 

総合設計標示板（公開空地の標示） 

 総合設計標示板（公開空地、公共空地及び有効空地の標示） 

 総合設計標示板（共同住宅建替誘導型総合設計、市街地住宅

総合設計、市街地複合住宅総合設計、又は都心居住型総合設計

の標示） 
 総合設計標示板（育成用途等の標示） 

  総合設計標示板（緑化の標示） 

 総合設計標示板（共同住宅建替誘導型総合設計、市街地住宅

総合設計、市街地複合住宅総合設計、又は都心居住型総合設計

並びに緑化の標示） 

様式１の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70㎝× 

100㎝以

上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総合設計標示板（育成用途等及び緑化の標示） 

様式２ A4 
 公開・公共空地等及び特定の用途に供する部分の管理責任者

選任届及び誓約書 
様式３ A4  公開・公共空地等及び特定の用途に供する部分の管理報告書

様式３の２   建築物環境性能報告書（改修等） 

様式４ A4  公開空地等変更申請書 

様式４－２ A4  公開空地等変更承認書 

様式５ A4  屋上緑化等変更承認申請書 
様式５－２ A4  屋上緑化等変更承認書 
様式６ A4  公開空地等の一時占用申請書 
様式６－２ A4   公開空地等の一時占用承認書 

様式６－３ A4  公開空地の活用届 

様式７ A4  屋外広告物承認申請書 

 

総合設計 

許可要綱 

実施細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式７－２ A4  屋外広告物承認書 
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様式８ A3  計画概要書 

 －   － A4正副  建築基準法第12条第5項の規定による報告書 
 



 

 

別表 

区   域 地  区 育成用途 育成用途の内容 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発信する場となる施設及び国内外からの多様な人や情報 
が交流し、新たな価値を創造する場となる施設 

□商業施設 □都心の周辺に居住し、又は都心を訪れ、あるいは都心に働く人々の多様な生活 
・活動を支え、まちのにぎわいや魅力を創出する施設 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発 

を進める施設 

都心 更新都心 
再編都心 

□※区の都市計画マスタープランや地区計画など都市計画上の位置付けがある場合は、住宅を育成 
用途とすることを可能とする。 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発信する場となる施設及び国内外からの多様な人や情報 
が交流し新たな価値を創造する場となる施設 

□商業施設 □都心の周辺に居住し、又は都心を訪れ、あるいは都心に働く人々の多様な生活 
・活動を支え、まちのにぎわいや魅力を創出する施設 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発 

を進める施設 

都心周辺部 都心周辺部 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 

新宿 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

渋谷 

□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発 
を進める施設 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

池袋 

□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門 
的業務サービスを行う事業所 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 

上野・浅草 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

錦糸町・亀戸 

□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門 
的業務サービスを行う事業所 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と 
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所あるいは法律・会計・設計などの専門的 

業務サービスを行う事業所 

大崎 

□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発 
を進める施設 

副都心 
（業務商業市街地ゾーン） 

□※区の都市計画マスタープランや地区計画など都市計画上の位置付けがある場合は、住宅を育成用途とすることを可能 
  とする。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             
                                                                                                        



 

 

 
区   域 地  区 育成用途 育成用途の内容 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

新宿 
 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発

を進める施設 

渋谷 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門

的業務サービスを行う事業所 

池袋 
 
 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

上野・浅草 
 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門

的業務サービスを行う事業所 

錦糸町・亀戸 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門

的業務サービスを行う事業所 
□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発

を進める施設 

副都心 
（複合市街地ゾーン） 

大崎 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 

秋葉原 

□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発
を進める施設 

□※区の都市計画マスタープランや地区計画など都市計画上の位置付けがある場合は、住宅を育成用途とすることを可能 
  とする。              

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門

的業務サービスを行う事業所 

新拠点 
（業務商業市街地ゾーン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

品川 

□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発
を進める施設 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

 
区    域 地   区 育成用途 育成用途の内容 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

□商業施設 □商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
□生活支援施設 □都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
□業務施設 □主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門

的業務サービスを行う事業所 
□産業支援施設 □新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発

を進める施設 

新拠点 
（複合市街地ゾーン） 

品川 

□住宅施設 □多様なニーズに応じた住宅 
センター・コア・エリア内
の一般拠点地区 
 
 
 

南千住駅周辺地区 
北千住駅周辺地区 
高田馬場駅周辺地区 
日暮里駅及び西日暮里
駅周辺地区 
     (４地区) 

  
 
□※地元区が定める整備指針等に基づく育成用途とする。 
 
 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち文化・交流的施設を含む。 

□商業施設 
 

□商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち商業的施設を含む。  

□生活支援施設 
 

□都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち生活支援的施設を含む。  

□業務施設 
 
 

□主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門
的業務サービスを行う事業所 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち業務的施設を含む。  

核都市 
（業務・商業市街地地区） 
 
 
 
 
 
 
 

八王子 
立川 
青梅 
町田 
多摩ニュータウン 
     （５地区） 

□産業支援施設 
 
 

□新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発
を進める施設 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち産業支援的施設を含む。 

□文化・交流  
施設 

□新たな都市文化を育み発進する場となる施設及び人々が集会し、交流する場と
なる施設 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち文化・交流的施設を含む。 

□商業施設 
 

□商品の売買やサービスなど、商品の提供を行うことを目的とする施設 
＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち商業的施設を含む。  

□生活支援施設 
 

□都市生活や都市活動を快適に行えるよう支援するサービス施設 
＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち生活支援的施設を含む。  

□業務施設 
 

□主たる管理的な事務を取り扱う事務所、あるいは法律・会計・設計などの専門
的業務サービスを行う事業所 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の
うち業務的施設を含む。  

センター・コア・エリア外
の一般拠点地区 
【業務施設集積地区】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

八王子中心市街地地区 
八王子ＮＴ地区その１ 
八王子ＮＴ地区その２ 
八王子ＮＴ地区その３ 
南大沢センター地区 
多摩センター地区 
       その１ 
多摩センター地区 
       その２ 
たちかわ新都心地区 
町田駅周辺地区 
       （９地区） 

□産業支援施設 
 
 

□新しい産業・企業の創出育成を目的とする施設及び先端技術産業等の研究開発
を進める施設 

＊多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）に定める中核的施設の 
うち産業支援的施設を含む。 

センター・コア・エリア外
の一般拠点地区 

蒲田駅周辺地区、三軒茶屋駅周辺地区、中野駅周辺地区、練馬駅周辺地区
、府中駅周辺地区、自由が丘駅周辺地区、大森駅周辺地区、二子玉川駅周
辺地区、成増駅周辺地区、綾瀬駅周辺地区、三鷹駅周辺地区、調布駅周辺
地区、鶴川駅周辺地区、南町田駅周辺地区、花小金井駅周辺地区、豊田駅
周辺地区、聖蹟桜ヶ丘駅周辺地区       （１７地区） 

 
 地元区市が定める整備指針等に基づく 
 育成用途とする。 

 


